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24
年
度
は
、「
豊
川
市

議
会
の
あ
る
べ
き
姿
」
に

挙
げ
ら
れ
た
議
会
の
機
能

強
化
と
議
員
の
資
質
向
上

に
つ
い
て
検
討
を
深
め
ま

し
た
。

　

検
討
会
を
13
回
、
グ
ル

ー
プ
に
分
か
れ
て
の
検
討

部
会
を
２
回
、
全
議
員
向

け
の
研
修
会
を
１
回
開
催

し
ま
し
た
。
検
討
部
会
で

は
ブ
レ
ー
ン
ス
ト
ー
ミ
ン

グ
の
手
法
に
よ
り
課
題
を

抽
出
し
、
そ
れ
ぞ
れ
の
グ

ル
ー
プ
に
お
い
て
抽
出
さ

れ
た
課
題
に
つ
い
て
検
討

会
で
検
討
す
る
な
ど
、
充

実
し
た
取
り
組
み
と
な
り

ま
し
た
。

　

そ
の
中
で
、
議
会
の
調

査
機
能
の
充
実
を
目
指
す

観
点
か
ら
、
議
案
審
議
の

中
心
と
な
る
委
員
会
審
査

を
充
実
す
る
た
め
の
方
策

に
つ
い
て
検
討
し
、
25
年

度
か
ら
、
試
行
で
は
あ
り

ま
す
が
、
定
例
会
に
お
け

る
常
任
委
員
会
を
２
日
間

開
催
す
る
こ
と
と
し
、
提

出
さ
れ
た
議
案
に
対
す
る

審
議
を
深
め
る
こ
と
と
し

ま
し
た
。

　

計
画
期
間
を
25

年
度
か
ら
29
年
度

と
す
る
第
２
次
豊

川
市
地
域
福
祉
計

画
に
つ
い
て
、
調

査
を
行
い
ま
し
た
。

　

現
行
計
画
の
基

本
理
念
「
ふ
れ
あ
い　

支

え
あ
い　

夢
の
あ
る
元
気

な
ま
ち　

と
よ
か
わ
」
を

引
き
継
ぎ
、
市
民
、
地
域

の
団
体
、
行
政
が
福
祉
活

動
を
重
層
的
に
行
う
こ
と

に
よ
っ
て
地
域
の
福
祉
力

の
向
上
を
目
指
す
こ
と
と

さ
れ
て
い
ま
す
。
ま
た
、

地
区
ご
と
に
開
催
さ
れ
た

懇
談
会
で
の
意
見
も
取
り

入
れ
ら
れ
て
お
り
、
地
域

特
性
を
反
映
し
た
も
の
と

な
っ
て
い
ま
す
。
な
お
、

こ
の
計
画
は
、
こ
れ
ま
で

市
と
社
会
福
祉
協
議
会
が

別
々
に
策
定
し
て
い
た
計

画
を
一
体
化
し
た
も
の
で
、

双
方
の
連
携
に
よ
り
計
画

の
推
進
が
図
ら
れ
ま
す
。

　

新
た
な
被
害
予

測
を
踏
ま
え
て
見

直
さ
れ
る
豊
川
市

建
築
物
耐
震
改
修

促
進
計
画
に
つ
い

て
、
調
査
を
行
い

ま
し
た
。

　

平
成
７
年
の
阪
神
・
淡

路
大
震
災
以
降
、
大
地
震

が
頻
発
し
て
お
り
、
大
地

震
は
、
い
つ
、
ど
こ
で
発

生
し
て
も
お
か
し
く
な
い

状
況
で
あ
る
と
の
認
識
が

広
ま
っ
て
い
ま
す
。
こ
の

地
域
で
も
東
海
、
東
南
海
、

南
海
地
震
の
三
連
動
地
震

の
発
生
が
危
惧
さ
れ
て
い

ま
す
。

　

こ
の
見
直
し
で
は
、
住

宅
の
耐
震
化
に
加
え
、
災

害
時
の
被
害
を
最
小
化
す

る
減
災
の
促
進
が
重
点
と

さ
れ
て
い
ま
す
。
現
在
の

耐
震
化
率
86
㌫
か
ら
、
32

年
度
時
点
で
は
95
㌫
と
す

る
こ
と
が
目
標
と
さ
れ
ま

し
た
。
目
標
達
成
の
た
め

に
無
料
耐
震
診
断
や
耐
震

改
修
の
補
助
は
継
続
さ
れ
、

ま
た
、
人
命
が
失
わ
れ
な

い
よ
う
に
す
る
減
災
の
考

え
か
ら
、
耐
震
改
修
、
耐

震
シ
ェ
ル
タ
ー
、
耐
震
ベ

ッ
ド
へ
の
補
助
拡
大
も
予

定
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

特
定
健
康
診
査

及
び
特
定
保
健
指

導
の
実
施
を
推
進

す
る
豊
川
市
国
民

健
康
保
険
特
定
健

康
診
査
等
実
施
計

画
の
第
２
期
目
の

計
画
に
つ
い
て
、
調
査
を

行
い
ま
し
た
。

　

こ
の
計
画
は
、
メ
タ
ボ

リ
ッ
ク
シ
ン
ド
ロ
ー
ム
の

議
会
改
革
の
検
討
結
果

委員会などの開催状況

会
期
中
の

会
議
の
流
れ

ふ
れ
あ
い
、

支
え
あ
い
の
社
会
へ

大
地
震
へ
の
備
え
を

健 

康 

第 

一 

！

開
会
（
本
会
議
１
日
目
）

・
議
案
上
程
、
議
案
説
明

一
般
質
問

（
本
会
議
２
～
４
日
目
）

中
日
（
本
会
議
５
日
目
）

・
議
案
付
託
、
一
部
即
決

常
任
委
員
会
（
１
日
目
）

・
議
案
詳
細
説
明

閉
会
（
本
会
議
６
日
目
）

・
討
論
、
採
決

常
任
委
員
会
（
２
日
目
）

・
質
疑
、
意
見
交
換
、　

　

討
論
、
表
決

◎健康福祉委員会
１月 16 日

◎建設消防委員会
１月 25 日

◎健康福祉委員会
３月６日
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概
念
に
注
目
し
、
糖
尿
病

を
始
め
と
す
る
生
活
習
慣

病
の
発
症
や
重
症
化
を
予

防
す
る
こ
と
が
目
的
と
さ

れ
て
い
ま
す
。
本
市
の
国

民
健
康
保
険
の
費
用
額
の

う
ち
生
活
習
慣
病
の
費
用

額
は
約
25
㌫
で
あ
り
、
ま

た
、
生
活
習
慣
病
保
有
者

の
増
加
が
明
ら
か
で
あ
る

こ
と
か
ら
、
そ
の
重
症
化

と
合
併
症
の
発
症
を
予
防

す
る
こ
と
が
課
題
と
な
っ

て
い
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
な
こ
と
か
ら
、

計
画
最
終
年
度
の
29
年
度

に
お
け
る
特
定
健
康
診
査

及
び
特
定
保
健
指
導
の
実

施
率
は
、
国
の
基
本
方
針

に
基
づ
き
、
と
も
に
60
㌫

と
さ
れ
ま
し
た
。
ま
た
、

特
定
健
康
診
査
実
施
率
の

向
上
に
向
け
、
が
ん
検
診

や
人
間
ド
ッ
ク
と
の
同
時

実
施
、
休
日
や
夕
方
で
の

健
診
が
予
定
さ
れ
、
基
本

的
健
診
項
目
と
詳
細
健
診

項
目
の
ほ
か
、
本
市
独
自

の
健
診
項
目
の
導
入
も
検

討
さ
れ
ま
す
。

　

５
月
か
ら
の
バ

ス
路
線
見
直
し
に

つ
い
て
検
討
を
行

っ
た
地
域
公
共
交

通
会
議
の
内
容
に

つ
い
て
、
調
査
を

行
い
ま
し
た
。

　

新
市
民
病
院
開
院
に
あ

わ
せ
、
豊
鉄
バ
ス
が
運
行

し
て
い
る
新
豊
線
及
び
豊

川
線
と
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

バ
ス
路
線
で
あ
る
豊
川
国

府
線
、
ゆ
う
あ
い
の
里
小

坂
井
線
、
音
羽
線
、
御
津

線
は
新
市
民
病
院
を
経
由

す
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。

　

ま
た
、
御
津
町
を
通
っ

て
い
た
名
鉄
バ
ス
東
部
㈱

の
西
浦
豊
橋
線
は
、
４
月

１
日
を
も
っ
て
廃
線
と
な

っ
て
い
ま
す
。

委員会などの開催状況

新
市
民
病
院
へ
の

通
院
に
配
慮

・１月１５日（火）
　大阪府泉南市　認知症ケア推進事業
・１月１６日（水）
　奈良県生駒市　介護予防の推進

　泉南市は、認知症を予防することに加え、認知症になっ
てしまっても安心して暮せる町を目指しています。そのため
に、認知症サポーターを、大人に限らず高校生、中学生、小
学生まで広げ、ステップアップしながら認知症への理解を
深める取り組みをしています。市内のどこにいてもサポー
ターがいるような状態は安心して暮らせることにつながり、
高齢化社会に向かっていく現状からみて、大変参考となる
ものでした。

泉南市会議室
にて

・２月　５日（火）
　長野県諏訪広域連合　広域連合の運営等
・２月　６日（水）
　長野県長野広域連合　広域連合の運営等

　

　

　諏訪広域連合は、それまでの諏訪広域行政組合が発展
する形で平成12年７月に設立されました。３市２町１村にわ
たり、介護保険や消防、ごみ処理、小児夜間急病センター
など、多くのことが実施されています。
　本市を含んだ「東三河広域連合」の設立が検討されてお
り、広域連合での取り組みが盛んな長野県内の広域連合
視察は、今後の協議に向けて参考となるものでした。

諏訪市会議室
にて

健康福祉委員会　行政視察健康福祉委員会　行政視察 総務委員会　行政視察総務委員会　行政視察

◎経済文教委員会
3 月 8 日


